【総務省要請】

　2010年11月10日14時45分から、総務省要請を行った。自治労からは、加藤副委員長、石上総合政治政策局長、南部政策局長、太田政治局長、島添社会保障局長、鈴木衛生医療局長、森下現業局長、首藤公営企業局長が参加した。総務省は、鈴木克昌副大臣が対応した。

　冒頭、加藤副委員長が「2011年度予算編成については、地方財政の充実、地方分権に対応した税財政制度の抜本改革、地方公務員の総人件費抑制政策の見直しを重点に要請する。地方交付税については2010年度国勢調査の結果次第では、人口の減少にともなう交付税の減額が危惧される。地方交付税の総額確保を強く要請したい。また、公務員の総人件費抑制政策については、先日の報道では集中改革プランにより公務員数が5年で23万人あまり減少したと報じられた。公務員の減少は仕事の増加とそれに伴う非正規職員の増加を招いている。官製ワーキングプアと言われるように、臨時・非常勤等職員の処遇の実態は非常に深刻であり、改善の努力を強くお願いしたい。」と述べ、「2011年度政府予算編成に関する要請書」を提出した。

　これに対し、鈴木副大臣は、「交付税額については、人口減少による影響を十分認識し、減額とならないよう努力する。また、公務員の人件費に関しては、給料を下げることにより、可処分所得が低下し個人の支出が減ることにより、結局は景気の悪化につながってしまう。非正規職員の問題ともども重く受け止めている。今の内閣で早急に取り組まなくてはいけない。」と回答した。

続いて南部政策局長から「地方交付税については原口前総務大臣のご尽力により1.1兆円増額されたが、次年度も総額確保をお願いしたい。また、一括交付金化の議論もしっかりと地方の声を聞きながら取り組んでいただきたい。」と要請した。

　これに対し、鈴木副大臣は、「交付税額は昨年と同じ額を要求しており、総額確保へ向けて努力する。」と回答した。

　最後に自治労側から、「特に町村部では交付税の減額による影響は甚大となる。人口減少による補正や森林面積に応じた補正など、小規模自治体への配慮をお願いしたい。」と要請し、鈴木副大臣から「皆さんの要請を大変ありがたく思う。しっかりと要請に応えられるよう努力したい。」との回答をうけ、要請を終了した。
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2011年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、世界同時不況に端を発した経済状況が深刻の度を増すなかで、雇用確保や福祉施策の充実など、自治体が果たす役割はますます重要となっています。また、公共サービス基本法制定をうけ、公共サービスの機能強化が求められています。

　政府は６月に「財政運営戦略」を決定し、中期財政フレームに基づき、一般歳出については2010年度を上回らないとしていますが、地域経済と雇用対策の活性化が緊急課題となるなかで、福祉・社会保障分野におけるセーフティネットの確立、農林水産業の振興、自然エネルギーの普及など、地域での雇用創出が期待できる政策分野の強化が求められており、同時に地方財政計画・地方交付税の充実・強化が必要となっています。

　こうした観点から、2011年度政府予算編成においては、直面する経済・雇用危機に自治体が安心して取り組めるよう、福祉、医療、環境など生活に直結する分野について、地方全体予算の拡大、重点配分がはかられるよう強く要請します。

（◎が重点課題）

記

1.　経済・雇用危機に対応する地方財政の充実

◎(１)　国税・地方税の減収が見込まれることから、地方財源不足に対する財源確保にむけて、地方交付税法定率の引き上げを行い、2010年度予算と同様、地方交付税総額を確保すること。また、政府の「財政運営戦略」の「中期財政フレーム」を理由として、法定分の地方交付税や住民生活に直結する社会保障経費についての恒久的な歳出削減を行わないこと。

　(２)　経済・雇用危機への対応を強化するため、2001年以降、約6.8兆円削減されてきた地方財政計画の水準を復元し、2010年度予算と同規模水準を確保すること。とくに、雇用対策、福祉・医療などセーフティネットの構築、農林業振興策など、急増する自治体の一般行政経費を地方財政計画・地方交付税に的確に反映すること。

　(３)　深刻化する地域の雇用情勢を踏まえ、雇用対策にかかる地方財源の充実をはかること。とくに、2010年度に創設された「地域活性化・雇用等臨時特例費」、2008年度に創設された「地方再生対策費」などの雇用関連交付金に相当する規模の財源を地方財政計画の一般行政経費に取り入れること。また、2010年に創設された「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」を恒常的に交付税算定に取り入れること。

　(４)　国が地方を通じて行わせる景気対策としての投資事業を実施する場合は、地方が抱える地方債残高、将来の元利償還金などを踏まえ、地方負担を増加させないよう十分な財政措置を行うこと。

　(５)　三位一体改革以降、2,000億円程度減額された人口10万人未満市町村に対する段階補正と条件不利地域の市町村に対する人口急減補正を完全に復元すること。

　(６)　子ども手当の費用について、地方負担が生じることのないよう、国と地方の協議の場において関係者と十分協議を行うこと。また、交付に関する人件費・事務費については、地方負担増とならないよう措置を講じること。

　(７)　一括交付金化にあたっては、社会保障・義務教育関係は対象から除外すること。また、一括交付金化しても当面は補助金総額を維持し、国負担（補助金）・地方負担合わせて、地方財政計画で財源を保障すること。

2.　地方分権に対応した税財政制度の抜本改革

◎(１)　国と地方の事務と責任に見合うよう国：地方の税収割合を当面５：５とし、税制改革の際には、地域偏在性の少ない地方消費税等を充実し、税源移譲を進めること。また、国直轄事業負担金の段階的な廃止が地財計画規模や地方交付税の縮小に結びつくことのないよう、財源保障の水準を維持すること。

　(２)　所得税の累進度の強化、地方消費税の充実、金融資産課税の強化など、公共サービス充実、地方分権推進、所得再分配機能の強化の観点から税制の抜本改革を進めること。

　(３)　自動車関係諸税の暫定税率が廃止される際には、また、自動車関係諸税の整理・統合にともなう地方減収分については、適切な補填措置を講ずること。

3.　地方公務員の総人件費抑制政策の見直し

◎(１)　地方自治体における行政サービス水準の向上と人的資源の確保のため、旧政権の地方公務員の総人件費（定員・給与）抑制政策を転換すること。転換にあたっては臨時・非常勤等職員の人件費の考え方を明らかにすること。

　(２)　技能労務職員と企業職員の給与について、憲法・法律で保障された労使交渉で決定する権利を尊重し、民間給与との単純比較に基づく抑制を行わないこと。

　(３)　人件費にかかる特別交付税の削減を行わないこと。

4.　社会保障政策の拡充

　(１)　高齢者福祉、児童福祉、障害者福祉、公的扶助、地域保健、地域医療などの福祉医療関係予算の確保にむけて、高齢化や子育て支援、生活保護受給者の急増など、需要の拡大に応じた自然増の確保と、給付の改善や職員の処遇改善にむけた予算の確保を行うこと。

　(２)　子育て支援、障害者福祉、高齢者福祉などの地方自治体の社会福祉関係施策の充実、増加する生活保護率への対処のため、地方交付税の総枠の増額と福祉・保健・医療関係の単位費用の改善を行い、予算の確保を行うこと。

　(３)　年金や医療、介護保険などの各社会保険財政の強化と安定的な給付、社会保険の所得再分配機能を強化するため、各社会保険に対する公費負担を確保すること。

　(４)　地域医療の崩壊を防ぎ、誰もがどこでも良い医療を受けられる体制づくりのため、公立病院に対する地方交付税の財政措置の拡大や医師・看護師の確保対策を充実すること。

　

5.　環境政策の推進

　(１)　低炭素社会の実現と将来の雇用創出をはかるため、自然エネルギーの普及支援など、「グリーン・ジョブ」の推進に関する予算措置を拡大すること。また、自治体の環境行政の推進のための予算措置の確保を行うこと。

　(２)　持続可能な社会実現のため、環境税制を検討すること。ついては、地球温暖化対策を促進する税制を基本に、既存税制との整合性、税の使途等を明確化し、国民的な議論のもと検討を進めること。

　(３)　廃棄物処理法改正によるごみの不法投棄対策と罰則規程強化の実効性を確保するため、自治体における不法投棄監視要員の確保などの財源を拡充すること。

　(４)　地域に存在する水資源は公共財であることを定め、健全な水循環系を構築するために、過度な商品化を抑制し、流域を単位とした統合的な水管理をめざす「水基本法」を制定すること。また、広域連合制度を活用した「流域総合管理機構」（仮称）の創設にむけ、調査・研究の財政支援措置を講じること。

　(５)　地域の環境条件を活かした太陽光や風力、バイオマスなどの新エネルギーや燃料電池など再生可能エネルギーの普及にかかる財政支援措置を拡充すること。

6.　消費者行政の推進

　(１)　消費者庁関連法案の成立を受け、附帯決議に盛り込まれた消費生活相談員の処遇改善など、自治体の消費者行政充実にむけ、さらに地方財政措置の拡充をはかること。

＜以下、自治労評議会、協議会等の要請＞

7.　現業評議会

　(１)　地公法第57条の「単純労務」規定については、実際に自治体現業職員が行っている業務の実態とは著しく乖離していることから、公務員制度改革とあわせて見直しを行うこと。

　(２)　現業職員の賃金・勤務労働条件は労使による交渉と合意により決定されるものであることから、各自治体に対しては、労使間の十分な交渉・協議を行いその決定事項を尊重するよう通知等で周知を行うこと。

　(３)　総務省は「賃金センサスによる単純な比較は適切でない」というこれまでの認識を堅持し、自治体に対してこの認識を明確に示すこと。

　(４)　現業職への行(二)給料表適用などの賃金引き下げを、退職手当債の起債許可の条件とせず、地方自治体の現業職の賃金に対して不当な干渉をしないこと。

　(５)　現業職員を新規に採用するかどうかは公共サービスの実施に関する各自治体の政策判断に属するものであることから、国は自治体への干渉を行わないこと。

8.　公営企業評議会

　(１)　2011年度予算の特徴について

　　　　2011年度予算の概要や重点項目など、その特徴を示すこと。また、地方公営企業が社会基盤において重要な役割を担っていることを考慮するとともに、市民の生活に支障のないよう、所要の財源確保をはかること。

　(２)　民主的な地方公営企業の確立について

　　　①　「公営企業の経営に当たっての留意事項について」の通知のなかで、地方公営企業に民間的経営手法を導入することが奨励されているが、公営企業の本分である「経済性と公平性の両立」を重く受け止め、地方公営企業の提供する公共サービスの質的向上と経営の信頼性を高めるよう必要な助言・指導を行うこと。

　　　②　公営企業会計制度の検討については、企業会計原則に準ずる観点ではなく、地方公営企業の公共性や一般会計と整合性をもった検討とすること。とくに、借入資本金を負債とすることについては、会計制度の継続性や地方交付税制度との整合性に問題があることから、慎重な検討とすること。

　　　③　地方公営企業法第32条の改正において、減債積立金の積立義務と使途制限および資本剰余金の源泉別積立規定と使途制限を廃止するにあたっては、地方自治体が自己資本の造営義務について十分理解を深めたうえで条例化するよう対策を講じること。

　　　④　各種災害・事故等における、近隣地方公営企業体間での事業の枠を超えた協力体制を確立し、復旧資材の共有化等を含め、組織形態や指揮命令系統等の検討・指導を行うこと。

　　　⑤　各事業体で、「組織や個人の技術力」と「事務のノウハウ」などを確実に組織として継承していく必要があるが、「民間委託に合わせて技術系職員の退職者が補充されない」等により、技術力などが低下する傾向にあることから、円滑な事業運営の視点で後継者への継承についての考え方を示すこと。

　(３)　財政措置の拡大について

　　　①　上・下水道や公営電気・ガス事業などの地方公営企業に関し、市民からの信頼性向上や災害時などの危機管理体制の確立にむけて、安全対策への一層の財政措置を講じるとともに、体制の強化を関係機関に働きかけること。

　　　②　企業債の償還期間を平均耐用年数と同年にし、減価償却費の適正化をはかること。

　　　③　アスベストによる健康被害は社会問題の一つになっているにもかかわらず、未だアスベスト使用が確認され、ばく露の恐れがある施設も見られることから地域および自治体におけるアスベスト対策のための財源が確保できるよう、適正な指導ときめ細かな取り組みを実施すること。

　(４)　水道事業について

　　　①　公共サービス基本法の成立を受け、安全で良質なサービスの確実な実施が求められるとともに、水への関心が高まり、さまざまな視点で水問題が議論されている今こそ、良好な水循環、水環境をめざすべく、流域を単位とした統合的な水管理を提起する「水基本法」の制定にむけて関係各省と協議し制定をめざすこと。

　　　②　危機管理・災害対策等の充実をはかるため、石綿セメント管や鉛管の解消、老朽施設の耐震化に関して、補助率の拡充・補助対象の拡大について関係各省へ働きかけを行うこと。

　　　　　2017年度までの簡易水道等との統合についての繰出基準が示されているが、簡易水道等は地方公営企業法の適用が前提として整備されていないため、統合先事業への影響が懸念される。現状の繰出基準について拡充・拡大すること。

　(５)　下水道事業について

　　　①　予算編成において、補助制度や交付金制度の見直しによる下水道事業への影響が危惧されることから、雨水公費・汚水私費の負担原則や一般会計からの繰出基準など安定した下水道事業を継続できるように配慮すること。

　　　②　地方公共団体財政健全化法の全面施行に伴い、下水道事業における中長期的な事業運営施策の策定が可能となるよう地方公営企業法の適用について、各地方公共団体に積極的に働きかけること。

　　　③　下水道会計が財政的に赤字経営となっているところが多く見受けられることから、環境保全を視点に安定した運営ができるように取り組むこと。

　(６)　公営電気事業について

　　　①　地球温暖化対策基本法（案）で条文化されている全量固定価格買取制度の制度設計にあたり、ＲＰＳ法の今後のあり方や既存の中小水力発電開発補助金等補助事業のあり方を踏まえて、再生可能エネルギー推進と卸供給事業者の安定事業運営の観点にたった制度とすること。

　　　②　公営電気事業の安定経営を継続するため、起債の借り換えや繰上償還について制度化をはかること。

　(７)　工業用水道事業について

　　　①　工業用水道事業の経営が安定して行われるよう、抜本的な未売水解消対策を講ずること。

　　　②　工業水道事業における料金単価が適正に算定できるよう指導すること。

　　　③　工業用水道施設の緊急震災対策に対する地域限定・時限的措置による特別対策制度を創設すること。

　(８)　公営ガス事業について

　　　①　公営ガス事業の安定経営にむけて、必要な財政措置を講じること。特に公的資金補償金免除繰上償還制度の対象を拡大すること。

　　　②　都市ガス施設の耐震促進事業や、地方自治体等が所有する公共建物における経年埋設内管対策への財政措置を講ずること。

　　　③　地方公営企業法施行規則に定める有形固定資産の耐用年数について財政基盤や安全性を考慮した見直しをはかること。

9.　都区政令市共闘会議教育部会・学校事務協議会

　(１)　公教育の無償化について

　　　①　義務教育の実質無償化を実現するため、保護者負担金の実態を把握し、その縮減に必要な財源措置や制度改革を行うこと。

　　　　　また、就学援助制度の拡充と条件整備を一層推進すること。

　　　②　高校の実質無償化を実現するため、一層の改善を行うこと。また、朝鮮高級学校についても就学支援金の支給対象とすること。

　　　　　さらには、高校の給付型奨学金の拡充を行うこと。

　　　　　高校授業料無償化に伴い、私費の会計処理に混乱が生じないよう、関係省庁とも協議のうえ、適正な経理処理についての判断を示すこと。

　　　③　学校における経理事故の防止と適正化をはかるため、地方自治法等の関係諸法令を遵守した会計処理がなされるよう、必要な措置を行うこと。

　　　　　特に学校給食費の公会計処理への移行については、旧文部省時代の行政実例によって各自治体が判断を行っており、関係省庁とも調整のうえ、早急な改善を行うこと。

　(２)　教職員人件費について 

　　　①　義務教育費国庫負担制度の検討にあたっては、税財源の移行措置をともなわない廃止・縮減は行わないこと。とくに学校事務職員のみの廃止・縮減を行わないこと。一括交付金化の検討にあたっても、上述の趣旨を前提とすること。

　　　②　政令指定都市への負担先変更など地方分権に立脚した措置を推進すること。

　(３)　学校事務職員の定数について

　　　　都道府県立学校事務職員の定数算定にあたっては、経済的支援事務の拡充等のため、定数基準を最低３人とし、事務長を含む正規職員で賄えるよう措置すること。

　(４)　生涯学習の充実等について

　　　　公的社会施設への指定管理者制度導入については、公共サービス基本法に則り専門性や地域住民の利便性を踏まえ、慎重に対応するよう技術的な助言を行うこと。

　　　　また、指定管理施設においては、社会教育主事等の専門職配置など、公的社会教育施策の実施体制確保についても同様であるが、改正社会教育法等における附帯決議を踏まえ、自治体に対しその趣旨の十分な周知をはかるとともに、適切な働きかけを行うこと。

　(５)　学校給食並びに学校用務に関することについて

　　　　教職員定数の拡大にあたって、行政改革法を理由とした給食調理員および学校用務員の削減を行わないこと。あわせて、自治体の主体的な判断による展開が可能となるよう、不要な指導・助言は行わないこと。

以　　上　　

